
 

第１号様式（日本産業規格Ａ列４番） 

 

移動等円滑化取組計画書 

 

  

                 令和 7 年６月 10 日 

 

  

住  所  滋賀県彦根市古沢町 187 番地２ 

事業者名  一般社団法人近江鉄道線管理機構 

代表者名  代表理事 南川 喜代和 

 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の４の規定に基づき、次

のとおり提出します。 

 

Ⅰ 現状の課題及び中期的な対応方針 

（１）旅客施設及び車両等の整備に関する事項 

 当社の全 33 駅のうち 18 駅は、プラットホームの内側であることを認識できるよう、

内方線を設けた点状ブロックが未設置となっている。こうした現状を踏まえ、内方線

を設けられていない点状ブロックについては、今後も移動円滑化基準や駅利用状況に

応じて順次整備を推進していく。 

 

当社で全線において使用している車両 18 編成（36 両）のうち、移動円滑化基準に

適合するものは７編成（14 両）となっている。今後、老朽化した車両を更新する際は、

移動円滑化基準に適合するものとするための計画を推進していく。 

 

 

Ⅱ 移動等円滑化に関する措置 

① 旅客施設及び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置 

対象となる旅客施

設及び車両等 

計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

点状ブロック 

 

 

鉄道車両の更新 

 

プラットホーム縁端部に設置している点状ブロックについて、Ｊ

ＩＳ規格に適合する内方線付き点状ブロックへの改修、更新を検

討する。 

更新を計画する車両について、移動円滑化基準に適合するか確認

する。 

 

  

② 旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項

の主務省令で定める基準を遵守するために必要な措置 



 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

旅客施設・車両の維

持管理 

 

バリアフリー設備等は使用に支障がないように定期的な点検を

実施し、必要に応じて修理や交換を行う。 

 

  

 

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降につい

ての介助、旅客施設における誘導その他の支援 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

 

 

 

  

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

 

 

 

 

 

 ⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

 

 

 

 

 ⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適

正な配慮についての旅客施設及び車両等の利用者に対する広報活動及び啓発活動 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

 

 

 

 

Ⅲ 移動等円滑化の促進のためⅡと併せて講ずべき措置 

 

 

 



 

Ⅳ 前年度計画書からの変更内容 

対象となる旅客施設

及び車両等又は対策 
変 更 内 容 理  由 

 

 

  

 

Ⅴ 計画書の公表方法 

当機構のホームページに掲載 

  

Ⅵ その他計画に関連する事項 

 

  

 

 

 

  注１ Ⅳには、Ⅱについて前年度と比較して記入すること。なお、該当する対策が複

数になる場合には、新たに欄を設けて記入すること。 

   ２ Ⅴには、本計画書の公表方法（インターネットの利用等）について記入するこ

と。 

３ Ⅵには、Ⅱの欄に記入した計画に関連する計画（事業者全体に関連するプロジ

ェクト、経営計画等）がある場合には、必要に応じ、その計画内容及び計画にお

ける当該事業者の位置付け等について記入すること。 

 



　　①　鉄道駅を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第２号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

（令和6年度）

　　 住　　所　 滋賀県彦根市古沢町187番地２
　　　　　　　 
　 　事業者名　一般社団法人近江鉄道線管理機構
　　 代表者名　代表理事　南川　喜代和　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況

対象となる鉄
道駅

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

１８駅
プラットホーム縁端部に設置している点状ブロックについ
て、ＪＩＳ規格に適合する内方線付き点状ブロックへの改
修、更新を検討する

前年度は実施して
いない。

　　②　鉄道駅を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で定める基準
　　　を遵守するために必要な措置

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

旅客施設・車
両の維持管理

バリアフリー設備等は使用に支障がないように定期的な点
検を実施し、必要に応じて修理や交換を行う。

バリアフリー設備に
ついて、定期点検を
行い、必要に応じ補
修を行った。

　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　④　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況



　（３）報告書の公表方法

　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮に
　　　ついての鉄道駅の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況

当機構のホームページに掲載

　（４）その他

特になし



第2号様式（日本工業規格A列4番） 追加調査様式１ 追加調査様式２
移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

（令和6年度）

代表取締役社長　藤井　高明

Ⅰ．鉄道駅の移動等円滑化の達成状況（鉄道駅ごとに記入）
○ 0

（令和7年3月31日現在）

× 0

段差へ
の対応
状況
(平成30
年10月
から施行
された移
動等円
滑化基
準以前
の基準に
適合した
もの）

ホームド
アが設置
されてい
るのりば
（番線の
番 号 や
名 称 ）

ホームの
形 状

ホームド
アの種別

路 線 名 ホームド
ア設置年
月

当 該 路
線 の 設
置 状 況

鉄道事業
者名

共

用

駅

プ ラ ッ ト
ホームの
数

段差が解
消されて
い る プ
ラ ッ ト
ホームの
数

－ 0

段 差
へ の
対 応

視 覚
障 害
者 誘
導 用
ブロッ
ク

の 設
置 の
有 無

案 内
設 備
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
便 所
の 設
置 の
有 無

障 害
者 対
応 型
改 札
口 の
設 置
の 有
無

障 害
者 対
応 型
券 売
機 の
設 置
の 有
無

転 落
防 止
の た
め の
設 備
の 設
置 の
有 無

うち、1日当
たり平均利
用者 数が
2000 人 以
上 、 3,000
人 未 満の

駅

公 共 用
通路と車
両 等 の
乗降口と
の 間 の
経 路

うち 、主
たる通行
の用に供
する経路
との長さ
の 差 へ
の 適 合
状況 (移
動 等 円
滑 化 基
準第4条
第 10 項
に適合し
ているも
の ）

う ち 、乗
継ぎ経路
(自社内)
へ の 適
合 状 況
（移動等
円 滑 化
基準第4
条第11，
12 項 に
該当する
も の ）

う ち 、乗
継ぎ経路
(他事業
者間）へ
の 適 合
状況（ガ
イ ド ラ イ
ン ）

うち、移
動等円
滑化基
準第4条
第8項に
よるエレ
ベーター
の複数
化、大型
化への
対応状
況

移 動 等
円滑化さ
れた経路
の 複 数
化 の 状
況

移 動 等
円 滑 化
基準第１
８条の２
の対象と
な る 駅

利 用 の
状況は１
日あたり
の 乗 降
人数が１
０万人以
上

線路が４
線 以 上
の 規 模
（通過線
等 旅 客
扱いを行
わない線
路 を 含
む ）

出 入 口
の 設 置
状況が、
移 動 等
円滑化さ
れた経路
を構成す
る出入口
か ら 線
路、水路
等を挟ん
だ各側へ
容易に移
動できな
い 配 置

移動等円
滑化基準
第18条の
2への対
応状況

対象
範囲
の分
類

改札
外の
段差
解消
状況

視 覚 障
害 者 誘
導 用 ブ
ロックの
敷 設 の
状 態

誘 導 ブ
ロック形
状・寸法
及 び 配
列 の 、
JIST925
1規格準
拠 状 況

運行情報
提供設備
の設置の
有無 （ 第
10条に適
合するも
の）

点字によ
る案内板
等の設置
の 有 無
（ 第 12 条
第 2 項に
適合する
もの）

音案内の
有 無

オストメイト
対応の水洗
器具以外は
移動等円滑
化基準に適
合している便
所が設置さ
れている駅

移動等円滑
化基準には
適合していな
いため第14
号様式で「身
体障害者対
応型便所」に
は該当してい
ないが、車い
す使用者の
利用に配慮し
た便所が設
置されている
駅

車いす対応
型ではない
が、高齢者、
身体障害者
等の利用に
配慮した便所
が設置されて
いる駅

ホーム縁
端を警告
する点状
ブロック
が設けら
れている
駅

点 状 ブ
ロック形
状・寸法
及び配列
が 、
JIST925
1規格に
部分的に
準拠して
い る 駅

整備計
画あり
（R8年度
～R12年
度）

整備計
画あり
（R13年
度～又
は時期
未定）

できる限
り段差・
隙間を小
さくする
対策を講
じている
番線

都道府
県

23区・郡
・市

町・村
・区

▲ 0
整 備 困
難な理由

整 備 困 難 な 理 由
⑧ そ の 他 の 理 由

近江鉄道 △ 米原 駅 本 線 滋賀県 米原市 178 人  ○－ ○ 1 1 基 基 基 1 (1) 箇所 － ○ － 1 ○ ○ － ○ － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ ◎ － － × － ○ ○ ● ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ フジテック
前

駅 本 線 滋賀県 彦根市 202 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 － ○ － 1 ○ ○ － ○ － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ △ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 鳥居本 駅 本 線 滋賀県 彦根市 85 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 1 (1) 箇所 × － － 1 ○ ○ × － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － △ ○ ▲ ○ ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 彦根 駅 本 線 滋賀県 彦根市 1,411 人 ○ 1 1 基 基 基 箇所 × ○ × 1 ○ ○ × ○ × ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ ◎ － － × － △ ◎ ○ ○ ● ○ ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ ひこね芹
川

駅 本 線 滋賀県 彦根市 123 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 1 (1) 箇所 ○ － － 1 ○ ○ ○ － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 彦根口 駅 本 線 滋賀県 彦根市 491 人 ○
－

2 基 基 基 箇所 － － － 2 ○ － － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － × × － △ × ○ ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 高宮 駅 本、多賀 線 滋賀県 彦根市 147 人  ○－ 2 1 基 基 基 箇所 － ○ － 2 － ○ －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － ▲ ○ ▲ △× □ ○ ● 3 0 0 0 1 2 3 0 3

近江鉄道 △ 尼子 駅 本 線 滋賀県 犬上郡 甲良町 240 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 1 (1) 箇所 － － － 1 ○ － － －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 豊郷 駅 本 線 滋賀県 犬上郡 豊郷町 141 人 ○ 2 1 基 基 基 2 箇所 － － － 2 ○ － － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

○ ○ ○ － － － × － ○ ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 愛知川 駅 本 線 滋賀県 愛知郡 愛荘町 345 人  ○－ ○ 2 2 基 基 基 3 (3) 箇所 － ○ － 2 ○ － ○ －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 五箇荘 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

100 人 ○ ○ 2 2 基 基 基 2 (2) 箇所 － － － 2 ○ ○ － － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 河辺の森 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

8 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 － － － 1 ○ ○ － － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ ○ △ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 八日市 駅 本、八日市 線 滋賀県
東近江
市

1,957 人 ○ 2 2 2 (2) 基 基 基 箇所 － ○ × 2 ○ ○ － ○ × ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ ● ○ △ ○ ● 3 0 0 0 3 3 0 3

近江鉄道 △ 長谷野 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

54 人 ○ 1 基 基 基 箇所 － － － 1 － － －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － △ × ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 大学前 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

73 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 － － － 1 ○ － － －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 京セラ前 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

56 人 ○ 1 基 基 基 箇所 － － － 1 － － －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － △ × ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 桜川 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

131 人 ○ 2 基 基 基 箇所 － × － 2 － × －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － × × － ▲ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 朝日大塚 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

87 人 ○ 1 基 基 基 箇所 － × － 1 － × －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － △ × ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 朝日野 駅 本 線 滋賀県
東近江
市

24 人 ○ 1 基 基 基 箇所 － × － 1 － × －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － △ × ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 日野 駅 本 線 滋賀県 蒲生郡 日野町 438 人  ○－ 2 1 基 基 基 箇所 － ○ － 2 － ○ －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － ▲ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 水口松尾 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 46 人 ○ 1 基 基 基 箇所 － － － 1 － － －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － △ × ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 水口 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 305 人  ○－ 2 基 基 基 箇所 × × － 2 × × －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － ▲ ○ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 水口石橋 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 58 人 ○ 1 基 基 基 箇所 － － － 1 － － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － △ × ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 水口城南 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 469 人  ○－ ○ 1 1 基 基 基 箇所 － ○ － 1 ○ － ○ － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － △ ◎ ▲ ○ × □ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 貴生川 駅 本 線 滋賀県 甲賀市 703 人 ○ 1 1 基 基 基 箇所 × × － 1 ○ × × － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ ◎ － － × － △ ◎ ○ ○ ● ○ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 新八日市 駅 八日市 線 滋賀県
東近江
市

421 人  ○－ 2 基 基 基 箇所 － × － 2 ○ × × － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

× ○ × － － － × － △ × ▲ ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 太郎坊宮
前

駅 八日市 線 滋賀県
東近江
市

139 人 ○ ○ 1 1 基 基 基 箇所 － － － 1 ○ ○ － － － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ △ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 市辺 駅 八日市 線 滋賀県
東近江
市

206 人 ○ 2 基 基 基 3 箇所 × ○ － 2 × ○ －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

○ ○ ○ － － － × － ○ ○ ○ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 平田 駅 八日市 線 滋賀県
東近江
市

137 人  ○－ ○ 2 2 基 基 基 1 (1) 箇所 － × － 2 ○ ○ － × － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 武佐 駅 八日市 線 滋賀県
近江八
幡市

372 人 ○ 2 1 基 基 基 1 (1) 箇所 × ○ － 2 × ○ －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎× ○ × － － × × － ○ ○ ○ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ 近江八幡 駅 八日市 線 滋賀県
近江八
幡市

2,548 人 ○ 1 1 基 基 基 箇所 ○ × × 1 ○ ○ ○ × × ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ ◎ － － × － △ ◎ ○ ○ ● ○ △ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

近江鉄道 △ スクリーン 駅 多賀 線 滋賀県 彦根市 734 人  ○－ ○ 1 1 基 基 基 箇所 － ○ － 1 ○ ○ － ○ － ○
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ ○ △ ○ ● 1 0 0 0 1 1 0 1

近江鉄道 △ 多賀大社
前

駅 多賀 線 滋賀県 犬上郡 多賀町 137 人 ○ ○ 3 3 基 基 基 箇所 － ○ － 3 ○ － ○ －
令和6年度年間利用者
数から平均利用者数を

算出

◎ ○ ○ ◎ － － － × － ○ ○ ▲ × □ ○ ● 2 0 0 0 2 2 0 2

（合計） 1 1 駅 0 0 駅 0 駅 10 8 駅
33 駅 29 駅 0 駅 18 駅 48 28 2 (2) 基 0 0 基 0 基 16 ## 箇所 0 駅 0 駅 2 駅 12 駅 0 駅 33 駅 15 駅 18 0 0 2 12 0 15 3 0 18 18 0 0 0 6 8 15 18 33 55 0 0 0 0 0 0 1 0 54 0 0 55 0 55

公共交通
移動等円
滑化基準
省令適合
の 有 無

段差への
対 応

エ レ ベ ー
ターの設置
基 数

うち、移動等円滑化基準には適合していな
いが、高齢者、身体障害者等の利用に配慮

した便所の設置の有無

ホームド
ア、可動
式ホーム
柵、点状
ブロック
等の設
置の有
無（移動
等円滑
化基準
第20条
第６，７
号に適合
するも
の）

エスカレー
ターの設置
基 数

そ の 他 の
昇 降 機 の
設 置 基 数

傾 斜 路 の
設 置 箇 所

数

視覚障害
者誘導用
ブ ロ ッ ク
の設置の
有 無

案内設備
の設置の
有 無

障害者対
応型改札
口の設置
の 有 無

障害者対
応型券売
機の設置
の 有 無

車いす使
用者の円
滑な乗降
が可能な
プラット
ホームの
数

転落防止
のための
設備の設
置の有無

ホームドア設置に関する補足

段差解消補足 誘導用ブロック補足 案内設備補足 障害者対応型便所補足 転落防止のための設備補足
番

線

（
の

り

ば

）
数

（
合

計

）

ホームド
ア、可動
式ホーム
柵 が 設
置されて
いる番線
（のりば）
数

ホームド
アが設置
されてい
ない番線
（のりば）
数

ホ ー ム ド ア に 関 す る 情 報

目安値以内の箇所がない番線（のりば）数（合計）

備 考

段差への対応状況
(平成30年10月から施行された移動等円滑化基準に適合したもの）

移動円滑化
実績等報告
の対象範囲

視覚障害者誘導
用ブロックの設置
の有無の補足

案内設備

住 所
事 業 者 名
代 表 者 名

プラット
ホーム
の縁端
と鉄道
車両の
旅客用
乗降口
の床面
との隙
間又は
段差を
解消す
る設備
の設置
の有無

前年度報告内容
(現在の基準に対する適合状況)

前年度基準適合していたにも拘らず、本
年度不適合となっている場合、その詳細
及び理由(第14号様式と比較すること)

市町村が作成する移動
等円滑化基本構想にお
ける生活関連施設に位
置付けられた駅

一日当たりの利用者数
の算出方法

便

所

が

設

置

さ

れ

て

い

る

駅
障害者対
応型便所
の設置の
有 無

鉄 道 駅 の
名 称

路 線 名 所在都道府
県市町村

一日当たり
の利用者数

有人駅、
無人駅の
別

ホームと車両の段差・隙間
利用文字判定 番

線

（
の

り

ば

）
数

（
合

計

）

［ｺﾝｸﾘｰﾄ軌道かつ直線ﾎｰﾑ］ ［ｺﾝｸﾘｰﾄ軌道かつ直線ﾎｰﾑ］以外

目安値
以内の
箇所があ
る番線
（のりば）
数（合
計）

目安値以内の箇所がない番線（のりば）数（合計）ホームドア、可動式
ホーム柵、点状ブ
ロック等の設置の有
無（移動等円滑化基
準第20条第６，７号
に適合しないもの）

線路側
以外の
端部にお
ける旅客
の転落を
防止する
ための柵
の設置さ
れている
駅（移動
等円滑
化基準
第20条
第８号に
適合する
もの）

目安値
以内の
箇所があ
る番線
（のりば）
数（合
計）

整備計
画あり
（～R7年
度）

整備計
画あり
（R13年
度～又
は時期
未定）

整備計
画なし

整備計
画あり
（～R7年
度）

整備計画なし 整備計
画あり
（R8年度
～R12年
度）



　　　　　　　 

第２号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道駅）

（令和６年度）

　　 住　　所　 滋賀県彦根市古沢町187番地２

Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が３万人以上の鉄道駅を設置又は管理してい
　　　る。

（２）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が3000人以上３万人未満の鉄道駅を設置又は
　　　管理していて、かつ、以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
　　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。

　 　事業者名　一般社団法人近江鉄道線管理機構
　　 代表者名　代表理事　南川　喜代和　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。



（第２号様式）

注１．複数の路線が乗り入れる鉄道駅は１鉄道駅として計上し、路線名の欄に当該複数の路線名を記入すること。

　２．有人駅、無人駅の別の欄には、当該鉄道駅が無人駅である場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入
　　すること。

　14．障害者対応型改札口の設置の有無の欄には、当該鉄道駅に改札口が設置されていない場合は―印を、改札口が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型改札口（公共交通移動等円滑化基準省令第19条の基準に適合するものをいう。以下同じ
　　。）が設置されていない場合は×印を、障害者対応型改札口が設置されている場合は○印を記入し、（合計）には、○
　　印の合計数を記入すること。

　３．公共交通移動等円滑化基準省令適合の有無の欄には、当該鉄道駅が公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適
　　合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　４．段差への対応の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第４条及び第18条の２の基準に適合している場合に○印を記
　　入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　５．プラットホームの数の欄には、当該鉄道駅に設置されているプラットホームの総数を記入し、（合計）には、その合
　　計数を記入すること。

　６．段差が解消されているプラットホームの数の欄には、鉄道駅の出入口とそれぞれのプラットホームとの間の経路の段
　　差が解消されているプラットホームの数を記入し、（合計）には、その合計数を記入すること。

　７．エレベーターの設置基数の欄には、当該鉄道駅に設置されたエレベーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、公共
　　交通移動等円滑化基準省令第４条第７項の基準に適合するエレベーターの設置基数を記入し、（合計）には、それぞれ
　　の合計数を記入すること。

　８．エスカレーターの設置基数の欄には、当該鉄道駅に設置されたエスカレーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、
　　公共交通移動等円滑化基準省令第４条第９項の基準に適合するエスカレーターの設置基数を記入し、（合計）には、そ
　　れぞれの合計数を記入すること。

　９．その他の昇降機の設置基数の欄には、エレベーター及びエスカレーター以外の昇降機の設置基数を記入し、（合計）
　　には、その合計数を記入すること。

　10．傾斜路の設置箇所数の欄には、当該鉄道駅に設置された傾斜路の総数を記入し、同欄の括弧内には、公共交通移動等
　　円滑化基準省令第４条第６項及び第６条の基準に適合する傾斜路の数を記入し、（合計）には、それぞれの合計数を記
　　入すること。

　11．視覚障害者誘導用ブロックの設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第９条の基準に適合している場合
　　に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　12．案内設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第10条から第12条までの基準に適合している場合に
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　13．障害者対応型便所の設置の有無の欄には、当該鉄道駅に便所が設置されていない場合は―印を、便所が設置されてお
　　り、かつ、障害者対応型便所（公共交通移動等円滑化基準省令第13条第２項の基準に適合するものをいう。第10号、第
　　12号、第22号及び第24号様式を除き以下同じ。）が設置されていない場合は×印を、障害者対応型便所が設置されてい
　　る場合は○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　15. 障害者対応型券売機の設置の有無の欄には、当該鉄道駅に券売機が設置されていない場合は―印を、券売機が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型券売機（公共交通移動等円滑化基準省令第17条の基準に適合するものをいう。以下同じ
　　。）が設置されていない場合は×印を、障害者対応型券売機が設置されている場合は○印を記入し、（合計）には、○
　　印の合計数を記入すること。

　16. 車椅子使用者の円滑な乗降が可能なプラットホームの数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第20条第１項第１
　　号から第３号までの基準に適合しているプラットホームの数を記入し、（合計）には、その合計数を記入すること。

　17．転落防止のための設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第20条第１項第６号から第８号までの
　　基準に適合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　18．Ⅲについては、該当する場合には右の欄に○印を記入すること。　

  19．「中小企業者」とは、資本金の額が３億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

　20．「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。



対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

旅客施設・車
両の維持管理

　　①　鉄道車両を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第３号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（鉄道車両）

（令和６年度）

　　 住　　所　　滋賀県彦根市古沢町187番地２
　　　　　　　 
　 　事業者名　　一般社団法人近江鉄道線管理機構
　　 代表者名　　代表理事　南川　喜代和　　　　　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

対象となる鉄
道車両

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

普通鉄道（そ
の他）

更新を計画する車両について、移動円滑化基準に適合する
か確認する。

対象車両なし

　　②　鉄道車両を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で
      定める基準を遵守するために必要な措置

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況

バリアフリー設備等は使用に支障がないように定期的な点
検を実施し、必要に応じて修理や交換を行う。

バリアフリー設備に
ついて、定期点検を
行い、必要に応じ補
修を行った。

　　④　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況



　（３）報告書の公表方法

　（４）その他

特になし

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況

当機構のホームページに掲載

　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮
　　　についての鉄道車両の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況



（令和6年度）

Ⅱ．鉄道車両の移動等円滑化の達成状況

（令和7年3月31日現在）

鉄道の種類

普通鉄道（その他） 18

36
編成
（両）

7

14
編成
（両）

14 編成 0 編成 0 編成 18 編成 13 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成

（合計）
18

36
編成
（両）

7

14
編成
（両）

14 編成 0 編成 0 編成 18 編成 13 編成

事業の用に供し
ている編成数
（両）

公共交通移動等円
滑化基準省令に
適合した編成数

（両）

車椅子スペースの
数が公共交通移
動等円滑化基準
省令の規定を満た
している編成数

便所のある編成
数

便所のある編成
の

うち車いす対応型
便所のある編成

数

案内装置のある
編成数

車両間転落防止
設備のある編成

数



（令和6年度） 追加調査様式（令和6年度）
平成15年4月16日付
国鉄業第７号、国鉄技第１8号
に係る報告様式

事業者名　一般社団法人近江鉄道線管理機構事業者名　一般社団法人近江鉄道線管理機構

（令和7年3月31日現在） （令和7年3月31日現在） （令和7年3月31日現在） （令和7年3月31日現在）

7

14
編成
（両）

7

14
編成
（両）

14 編成 14 編成 18 編成
18
編成

18
編成

18
編成

0

0
編成
（両） 2

編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成
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編成 編成 編成 編成 編成 編成
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（両）
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編成
（両）

編成
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編成
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編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
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編成
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編成
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編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
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編成
（両）
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編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）
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編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成

編成
（両）

編成
（両）

編成 編成 編成 編成 編成 編成
編成
（両）

編成

7

14
編成
（両）

7

14
編成
（両）

14 編成 14 編成 18 編成 18 編成 18 編成 18 編成
0

0
編成
（両）

2 編成

案内装置のある
編成数

（令和2年4月施
行前の基準への
適合状況）

乗降口の戸の開閉する
側を音声により知らせる
設備のある編成数

うち、自動的に知ら
せるための設備の
ある編成数（連続）

改正前の公共交通移
動等円滑化基準省令

に
適合した編成数

（両）（令和2年4月施行
前の基準への適合状

況）

車椅子スペースの数
が改正前の公共交通
移動等円滑化基準省
令の規定を満たして
いる編成数（令和2年
4月施行前の基準へ
の適合状況）

改正前の公共交通移
動等円滑化基準省令

に
適合した編成数

（両）（令和3年7月施行
前の基準への適合状

況）

車椅子スペースの数
が改正前の公共交通
移動等円滑化基準省
令の規定を満たして
いる編成数（令和3年7
月施行前の基準への

適合状況）

うち、自動的に知ら
せるための設備の
ある編成数（予告）

第32条第8項以外、
公共交通移動等円
滑化基準省令に適
合するもの

運行情報提供設
備のある編成数



事業者名　一般社団法人近江鉄道線管理機構

（令和7年3月31日現在） （令和13年3月31日見込み）

14 28
編成
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11
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編成 編成
編成
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14

28
編成
（両）

11

22
編成
（両）

11

22
編成
（両）

16 編成 16 編成
18

36
編成
（両）

改正前の公共交通移
動等円滑化基準省令
に適合した編成数
（両）（令和2年4月施
行の基準への適合状

況）

案内装置のある編成数
(両)

通勤型（短距離）鉄道・
地下鉄において、1車
両に1以上の車椅子ス
ペースを設置している

編成数（両）

車椅子スペースの数
が改正前の公共交通
移動等円滑化基準省
令の規定を満たして
いる編成数（令和2年
4月施行の基準への

適合状況）

改正後の公共交通移
動等円滑化基準省令
に適合した編成数
（両）（令和5年4月施
行の基準への適合状

況）

車椅子スペースの数
が改正後の公共交通
移動等円滑化基準省
令の規定を満たして
いる編成数（令和5年
4月施行の基準への

適合状況）



Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１年度当たりの平均の輸送人員が1000万人以上である。

（２）過去３年度における１年度当たりの平均の輸送人員が100万人以上1000万人未満であり、か
　　　つ、以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
  　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。



（第３号様式）

　８．「中小企業者」とは、資本金の額が３億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

　９．「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。

注１．鉄道の種類の欄には、新幹線鉄道、普通鉄道（特急等車両）、普通鉄道（その他）、懸垂式鉄道、跨座式鉄道、案内
　　軌条式鉄道、無軌条電車、鋼索鉄道又は浮上式鉄道の別を記入すること。

　４．公共交通移動等円滑化基準省令に適合した編成数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合して
　　いる編成の数を記入すること。

　５．車椅子スペースの数が公共交通移動等円滑化基準省令の規定を満たしている編成数の欄、便所のある編成のうち車椅
　　子対応型便所のある編成数の欄及び案内設備のある編成数の欄には、それぞれ公共交通移動等円滑化基準省令第32条第
　　１項（新幹線鉄道を除く）、第２項（新幹線鉄道のみ）、第５項及び第７項の基準に適合している編成の数を記入する
　　こと。

　６．車両間転落防止設備のある編成数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第33条第１項の基準に適合している編成
　　の数を記入すること。

　７．Ⅲについては、該当する場合には右の欄に○印を記入すること。

　３．「特急等車両」とは、鉄道事業法施行規則第32条第1項に規定する特別急行料金等を適用する車両として運用される比
　　率が多い車両を指す。

　２．「新幹線鉄道」とは、全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）第2条に規定する新幹線鉄道の用に供する車両を
　　指す。


